
【非居住者】
日本国内に住所を有しない個人で日

本国内に引き続き１年以上居所を有し
ない人。

【外国法人】
日本国内に本店や主たる事務所を有

しない法人。

非居住者や外国法人から、日本国内にある土地や建物等の不動産を購入した場合、買主は、
原則として、その不動産の譲受対価の支払時に、売主が負担すべき所得税等を徴収し、税務
署に納付（源泉徴収）しなければなりません。
ただし、購入した不動産の譲受対価の額が１億円以下で、かつ、その不動産が自己又はそ

の親族の居住の用に供するために譲り受けたものである場合には、所得税等の徴収及び納付
（源泉徴収）をする必要はありません。

◎ 用語の説明

源泉徴収する所得税等の額
=  不動産の譲受対価の額

× １０．２１％

買主（あなた）
は個人である

自己又は親族の
居住用の不動産
である

不動産の譲受対
価の額は１億円
以下である

源泉徴収
不 要

源泉
徴収
必要

◎ 源泉徴収の要否判定

◎ 源泉徴収する税額

原則、不動産の譲受対価を支払った
翌月１０日までに所轄の税務署へ納付
する必要があります。

◎ 税務署への納付期限

☞ 不動産の「購入」のほか、交換、競売又は代物弁済等により不動産を取得した場合も、源
泉徴収が必要となることがあります。

☞ 買主は、不動産の譲受対価の支払時に、売主が負担すべき所得税等を差し引くことなく、
税務署にその所得税等を納付した場合には、原則として、既に納付した所得税等の額の支
払を売主に請求等することができます。

◎ その他

はい

いいえ

いいえ

いいえ

はい

非居住者や外国法人から、日本国内にある不
動産を購入した場合、源泉徴収の要否は、次の
とおり判定してください。

☞ このリーフレットは、令和７年9月１日現在の法令に基づき作成しています。
☞ 詳しくは、国税庁ホームページの「タックスアンサー（よくある質問）」等をご確認く
ださい。

不動産を購入される方向け 国税庁

はい

非居住者（外国に住所のある人等）や外国法人から、
土地や建物等の不動産を購入した場合、原則として、
その買主が源泉徴収をする必要があります！！
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